
項目 内容 区分 回答・対応内容

平
成
30
年

1

自立支援医療費（精
神通院医療）の申請
書及び受給者証にお
ける性別項目の削除

自立支援医療費（精神通院医療）の申請書及
び受給者証から性別の項目を削除する。

対応
自立支援医療に係る支給認定申請書及び受給者証については、性別の記載を削除することについて
検討し、2019年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

平成３０年　川崎市提案（共同提案含む）　提案内容と結果　（１件）

提　案 結　果



項目 内容 区分 回答・対応内容

1
国有地の無償貸付における
要件緩和

国有地の無償貸付による自治体での活用にあたり、利益を得る行為が制限されている
ことから、PPP等官民連携による当該行為が可能となるよう制度改正を求めるもの。

対応不可

国有地の管理委託については、国有財産法第２６条の２に規定があ
り、暫定的に一般公衆の利用に供するため管理を委託しているもので
あり、特定の受託者に収益をあげさせることを目的としたものではない。
しかしながら、法律上も管理の目的を妨げない限度において、使用ま
たは収益することは認められており、仮に毎年度の期間において収益
の額が管理費用を著しく超えた場合は、同条第４項において、その超
過分を「国に納付しなければならない」とされている。したがって、利用
料収入の大幅増に結び付く更なる活用を妨げているものではない。ま
ずは、具体的な活用方法等を各財務局財務事務所にご相談いただき
たい。

2
公立大学法人の所有する土
地等の第三者貸付を可能と
するための規制緩和

国立大学法人法の改正に伴い、平成29年4月より、国立大学法人においては、文部科
学大臣の認可を受けて、土地等の第三者貸付が可能となっている（国立大学法人法
第34条の2）ことから、公立大学法人においても国立大学法人と同様に資産の有効活
用を図り、その対価を教育研究水準の一層の向上に充てることができるようにするた
め、地方独立行政法人法の改正を提案するもの。

対応

大学業務又は当該業務の附帯業務として貸し付けることが可能である
事例について、公立大学法人等に2018年中に通知する。
大学業務及び当該業務の附帯業務に該当しない貸付けについては、
国立大学法人の例を参考にしつつ、可能とする。

3
「次世代育成支援対策施設
整備交付金」の手続の簡素
化

次世代育成支援対策施設整備交付金に係る厚生労働省との協議・申請段階におい
て、整備区分が大規模修繕又は防犯対策強化整備事業の交付基準である、公的機
関（都道府県又は市町村の建築課等）の見積もりと、民間工事請負業者２者の見積も
りを比較して、いずれか最も低い方の価格を基準とするとされている要件について、民
間工事請負業者２社の見積もりを廃止すること。

対応

民間事業者の見積もりとの比較は必須であるが、次世代育成支援対
策施設整備交付金に係る整備計画の協議要綱については、地方公
共団体による適正かつ円滑な執行のために、地方公共団体へ事前に
当該要綱を情報提供するとともに、予算成立後速やかに周知を行うこ
ととする。

4
放課後健全育成事業に係る
小規模児童クラブにおける補
助基準額の見直し

「子ども・子育て支援交付金交付要綱」別紙「放課後児童健全育成事業」では、構成
する児童の数ごとで補助基準額が定められており、児童数20人を境に大きな開きがあ
る。よって、児童数20人以上の場合の補助基準額を基準としつつ、19人以下の小規
模児童クラブに対する補助基準額について、構成児童数が１～19人の間に、実情に応
じた新たな積算区分を設けるなど、激変が緩和されるよう交付要綱を見直すこと。（最
も小規模となる児童クラブについては、現在、国において議論中の「職員配置基準の見
直し」とあわせ解決を図る。）
また補助基準額の積算根拠を明示すること。

対応不可 関係府省における予算編成過程での検討を求める。

平成３０年　指定都市市長会提案　提案内容と結果　（１０件）

提　案 結　果

平
成
30
年



項目 内容 区分 回答・対応内容

平成３０年　指定都市市長会提案　提案内容と結果　（１０件）

提　案 結　果

5
災害廃棄物を産業廃棄物処
理施設で処理する際の規制
緩和

廃棄物処理法第15条の2の5「産業廃棄物処理施設の設置者に係る一般廃棄物処理
施設の設置についての特例」について、現行で許可対象とされていない処理施設の
内、特に石膏ボード（ガラスくず）の破砕施設を特例の対象と出来るよう所要の改正を
求める

対応

非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置の特例（９条の３の３）に
ついては、全国廃棄物・リサイクル行政主管課長会議や災害廃棄物の
処理に係る地域ブロック協議会等を活用し、既に制定されている条例
の事例等も示しつつ、地方公共団体において条例が制定されるよう、
積極的に周知・助言等を行う。
また、当該特例措置の利用を含めた災害廃棄物の処理が円滑に進む
よう、国において、処理施設の所在地等を把握するための調査を
2018年度中に行い、同調査結果を整理した上で、特例規定に基づく
条例の策定状況、災害廃棄物の受入可能な廃棄物処理施設及び災
害廃棄物の処理に関する支障や課題について、地方公共団体に対し
て2019年度中に調査を行う。その後、取りまとめた情報を地方公共団
体に提供するなど、必要な支援を適切に行う。
あわせて、災害廃棄物の円滑かつ適正な処理の推進の観点から、当
該調査結果に基づき、有識者や関係団体等から意見聴取を行った上
で、特例規定に基づく条例制定の負担軽減も含め、必要な対応を検
討し、2019年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を
講ずる。

6
災害救助法の事務処理に必
要な書類の統一化及び記載
内容の簡素化

災害救助法で定められている「救助事務の処理に必要な帳簿書式」の種類が多く、記
載内容が複雑な点について見直しを提案するもの。

対応

救助事務の処理に必要な帳簿書式等については、災害時の地方公
共団体の事務手続が効率的に行われるよう、作成方法の明確化等を
図るとともに、必要に応じて記載内容の見直しを行うなど、2019年度
中に必要な措置を講ずる。

7
災害救助法における生活必
需品の支給基準の見直し

被災者へ支給する生活必需品の「支給基準」を、現行の「り災区分」に依らない別のも
のにする様に見直しを提案するもの。

対応不可 関係府省における予算編成過程での検討を求める。

8
農地等災害復旧事業におけ
る補助金申請書類の簡素化

被災農地等の災害復旧事業のために申請する補助金の申請書類が複雑であるため、
補助計画書上には、補助対象経費のみを記載すること、複数年度にまたがる事業につ
いては、最終年度の事業費は総事業費から前年度までの事業費の差し引きによって算
出すること、より記載しやすく、間違いが起きにくいレイアウトへ変更すること。
以上の３点について様式の簡素化を提案するもの。

対応
農地及び農業用施設に係る災害復旧事業補助計画書（施行規則７
条）の様式については、補助対象外経費の記載を要しないこととし、
2018年度中に告示を改正する。

平
成
30
年



項目 内容 区分 回答・対応内容

平成３０年　指定都市市長会提案　提案内容と結果　（１０件）

提　案 結　果

9
容器包装リサイクル制度にお
ける市町村による選別作業の
省略

容器包装リサイクル制度における市町村による選別作業を省略することにより、市町村
の処理費用低減及び中間処理費用の合理化を図ることを求める。

対応

市町村とリサイクル事業者の行う選別作業については、容器包装リサ
イクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書（平成28年５月
産業構造審議会産業技術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会容
器包装リサイクルワーキンググループ・中央環境審議会循環型社会部
会容器包装の３Ｒ推進に関する小委員会合同会合）に基づき、同報
告書の取りまとめから５年を目途として行うこととされている容器包装リ
サイクル制度の検討及び必要に応じた見直しの中で、制度的な課題、
実証研究の検証結果及び関係する審議会の意見を踏まえつつ、社会
全体のコストを合理化する方策の一つとして上記選別作業の一体化に
関して検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

10
災害援護貸付金の据置期間
及び償還期間の延長

自治体が被災者の生活再建のために貸付ける「災害援護資金」の償還期間について、
見直しを提案するもの。

対応不可 関係府省における予算編成過程での検討を求める。

平
成
30
年



項目 内容 区分 回答・対応内容

1

セーフティネット保証
制度に係る市町村
長等による特定中
小企業者又は特例
中小企業者の認定
事務の廃止

セーフティネット保証制度に係る市町村長等による特定中小企業者又は特例
中小企業者の認定事務を廃止し、保証審査を行う信用保証協会がワンストッ
プで中小企業者からの申請を受け付けるようにすることを求める。

対応
セーフティネット保証制度に係る市区町村長による特定中小企業者及び特例中小企業者
の認定（２条５項及び６項）については、その趣旨及び認定に際しての留意事項を市区町村
に2018年度中に周知する。

2
行政不服審査法に
基づく審理手続の簡
素化

地方公共団体の情報公開・個人情報保護審査会が諮問を受けて実質的な審
理を行う審査請求については、審査庁による審理手続に係る事務を廃止する
よう求める。

対応

地方公共団体における行政不服審査の申立手続において、地方公共団体に情報公開審
査会又は個人情報保護審査会が設置されている場合の審理手続の在り方については、附
則６条に基づき、同法施行後５年を経過した場合の検討のための運用実態の把握に併せ
て、地方公共団体における運用実態、支障等を踏まえた上で、簡易迅速な審理との観点か
ら有識者の意見も踏まえた検討を行い、2021年度中に結論を得る。その結果に基づいて
必要な措置を講ずる。

3

地方税法第20条の
11に基づく税務署の
調査協力についての
対応改善

国民健康保険料の滞納処分に必要となるため、国民健康保険料についても地
方税と同様に市町村が税務署に対して、地方税法第20条の11に基づき資料
の閲覧又は提供その他の協力を求めた場合において、協力に応じるものとする
通知等をするよう求める。

対応
国民健康保険料の滞納処分に必要となる滞納者の財産情報等については、その徴収事務
の円滑化を図る観点から、各市町村及び特別区内において連携が図られるよう、保険者で
ある市町村及び特別区に2018年中に通知する。

4
個人番号記載の住
民票の取扱い

住民基本台帳事務処理要領第２－４－（１）－（カ）において代理人による個人
番号記載の住民票の交付は法定代理人、任意代理人の別を問わず、請求者
本人の住所あてに郵便等で送付することとなっている。一概にすべての代理人
に対して郵便等で送付するのではなく、法定代理人にあたる場合は後見人登
記簿や戸籍等で関係性を確認し、法定代理人に直接交付できるようにする。

対応
本人等の請求による住民票の写し等の交付については、個人番号を記載した住民票の写し
等を成年後見人に対して窓口において交付することが可能であることを明確化するため、
2018年中に住民基本台帳事務処理要領（昭42自治省）を改正する。

5

正確な根拠に基づ
いた家庭の経済状
況と子どもの学力や
健康の相関関係に
着目した調査・分析
を行うための、EBPM
に対する課税情報
目的外利用要件の
緩和

EBPM（証拠に基づく政策立案）を推進しようとしており、家庭の経済状況と子ど
もの学力や健康の相関関係に着目した調査・分析を行いたいが、所得情報の
エビデンスとなる住民税課税情報を利用しようとすると、地方税法第22条、地
方公務員法第34条により情報の目的外利用が禁止され、これが取組の支障と
なっている。他方で、空家等対策の推進に関する特別措置法のように、これを
緩和する個別法もあることから、これを参考に、「EBPMのための調査研究」にか
かる課税情報の目的外利用を可能としていただきたい。

対応不可
個人の所得状況を本人の同意なく自治体が利用する目的が政策分析に限られており、具
体的な支障が不十分であるため。

平成３０年　他都市提案への共同参画　提案内容と結果　（５５件）

提　案 結　果

平
成
30
年



項目 内容 区分 回答・対応内容

平成３０年　他都市提案への共同参画　提案内容と結果　（５５件）

提　案 結　果

6

「難病の患者に対す
る医療等に関する法
律」に基づく、指定難
病の医療費助成に
係る臨床調査個人
票（臨個票）の簡素
化

「難病の患者に対する医療等に関する法律」に基づく、指定難病の医療費助
成に係る臨床調査個人票（臨個票）の内容及び手続きの簡素化を求める。

対応

指定難病の特定医療費支給認定申請（６条１項）に係る臨床調査個人票の記載事項（施
行規則14条）については、附則２条に基づき、施行後５年以内を目途として行われる検討
の中で、指定難病の調査研究の推進に支障がない限りにおいて、指定難病の患者や地方
公共団体等の負担を軽減する方向で検討し、結論を得る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。

7

マイナンバー制度に
おける住民票情報
の取得方法の適正
化

「地方公共団体における番号制度の導入ガイドライン（平成25年８月総務省作
成）（以下「ガイドライン」という。）」において示す事務フローの正当性について、
法制上整理したうえで、関係法令の改正等所要の措置を取ること。あるいは、
適切に情報連携を行うため、新たな仕組み・フローを構築すること。（システム
面の改修を含む。）

対応

申請書等に記載された世帯構成の確認方法については、申請者等への口頭での確認等に
より世帯構成を把握可能な場合があるなど、住民基本台帳ネットワークシステムによる同一
住所検索で抽出された全員に対し、情報提供ネットワークシステムによる情報連携を必ず
行うものではないことを明確化し、地方公共団体に2018年度中に通知する。

8
保育教諭の経過措
置等に関する見直し

幼保連携型認定こども園に置かなければならない保育教諭については、幼稚
園教諭の普通免許状を有するとともに、保育士登録を受けた者でなければな
らないとされているところ、経過措置として平成31年度まではいずれかの資格
だけでも保育教諭になることができるが、当該経過措置を延長していただきた
い。なお、経過措置が延長されない場合において、保育士登録を受けている
が、幼稚園教諭の免許が更新されていない者については、少なくとも平成32年
度に失職するのではなく、専ら3歳未満児の保育に従事する保育教諭と見なし
ていただきたい。

対応

幼保連携型認定こども園における保育教諭の経過措置（就学前の子どもに関する教育、保
育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律（平24法66）附則５条）
の期間については、保育士に対する幼稚園教諭免許取得の特例及び幼稚園教諭免許状
保有者に対する保育士資格取得の特例も含め延長することとし、所要の措置を講ずる。

9

水素ステーションに
係る都道府県知事
等による保安検査
方法の緩和

水素ステーションに係る都道府県知事等による保安検査方法を緩和し、水素
ステーションの維持管理コスト軽減を図ることを求める。

対応不可

規制改革実施計画（平成29年６月９日閣議決定）において、「水素スタンドに設置する高圧
ガス施設について、事業者の負担軽減の観点から、業界団体等の保安検査方法案を基
に、保安検査の方法を定める告示（平成17年経済産業省告示第84号）に追加することを
検討し、結論を得た上で、必要な措置を講ずる。」（平成30年度までに、業界団体等の保安
検査方法が策定され次第速やかに検討・結論・措置）こととされており、その効果を検証す
るのに十分な期間が経過していない事項に関する提案であって、その後の新たな情勢変化
等の記述が必要。

10
重度訪問介護の訪
問先に係る制限の
緩和

常時介護が必要な重度障害者が在宅勤務している場合、勤務時間中に居宅
で重度訪問介護を利用可能とすることを求める。

対応

重度訪問介護については、地方公共団体等の意見や福祉施策と労働施策との役割分担
を踏まえ、常時介護を必要とする障害者の在宅での就業支援の在り方について検討し、
2021年度の障害福祉サービス等報酬改定に向けて結論を得る。その結果に基づいて必要
な措置を講ずる。

平
成
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年



項目 内容 区分 回答・対応内容

平成３０年　他都市提案への共同参画　提案内容と結果　（５５件）

提　案 結　果

11

一時預かり事業（幼
稚園型）の人員配置
基準の緩和及び幼
稚園免許更新対象
者の拡大

一時預かり事業（幼稚園型）の人員配置基準では、保育士又は幼稚園教諭の
資格保有者を三分の一以上配置する必要があるが、幼稚園教諭免許を更新
していない者（市町村長等が実施する研修を受講し、市町村長が過去の実務
経験を認めた者）、小学校教諭及び養護教諭免許所有者も資格保有者として
認めてほしい。幼稚園免許未更新者が認められない場合には、免許更新をで
きる者に一時預かり事業を行う者及び行う予定の者も含めるようにされたい。

対応

幼稚園教諭普通免許状に係る免許状更新講習（９条の３第３項）の受講対象の拡大につい
ては、幼稚園型の一時預かり事業（児童福祉法（昭22法164）６条の３第７項及び子ども・
子育て支援法（平24法65）59条10号に規定する一時預かり事業をいう。）に従事する者に
関して調査・検討を行い、2018年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講
ずる。

12

会計年度所属区分
について、「当該行
為の履行があった
日」の見直し

歳出の会計年度所属区分について、「当該行為の履行があった日」の属する
年度と整理する場合の「履行があった日」とは、履行確認（検査）の日に限るこ
となく、期間帰属の観点から、翌年度に行為の完了を確認することにより、旧年
度中に当該行為の履行があったと認められる日も含まれるという解釈を示され
たい。

対応不可

会計年度独立の原則に基づき、歳入及び歳出の会計年度所属区分を明確にする必要が
あり、工事請負費等については、地方自治法施行令第143条第1項第4号により、相手方の
行為の完了があった後支出するものは、当該行為の履行があった日の属する年度とされて
おり、「当該行為の履行があった日」とは履行確認（検査）の日をいうものとされている。
新年度において履行確認を行わなければならない場合には、地方自治法上、繰越制度の
活用が認められており、提案の事案についてもこれにより対応可能なものである。
なお、国においても同様の運用がなされているものと認識している。

13

中小企業等協同組
合からの暴力団排
除のための中小企
業等協同組合法の
改正

中小企業等協同組合から暴力団を排除することができるよう、条例委任又は
法改正による暴力団排除条項の追加を行うこと。

対応

中小企業等協同組合法への暴力団排除条項の導入については、同法に基づき設立され
た組合に暴力団員等が関与し、その活動を通じて暴力団の威力が行使され、組合員の公
正な経済活動の機会を確保するなどの措置が必要であるかを検討し、2019年中に結論を
得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

14

地方創生推進交付
金における間接補助
金の交付完了日の
見直し

地方創生推進交付金について、間接補助を行う場合、年度末までに間接補助
金の交付を完了しなければならないとされており、年度末まで間接補助事業者
が事業を行う場合、現状の交付手続では十分な事業期間を確保できないこと
から、間接補助金の交付完了日の見直しを求める

対応不可

間接補助事業等を行う場合に年度内に間接補助金等の交付を完了しなければならないこ
とについては、「実績に基づいて補助金等を交付する場合における精算額の解釈について」
（昭和30年11月17日財務局長事務連絡）により、「間接補助金等の交付がなければ補助
事業等が完了したとはいえない」と明確に示されている。これは、国の補助金等全体に対す
る統一的なルールであるため、地方創生推進交付金について当該ルールに抵触する制度
変更は困難。

15
認定こども園施設整
備交付金等の運用
の改善

認定こども園施設整備交付金・保育所等整備交付金について、整備計画の円
滑な推進のため、実施設計費の取り扱いについて運用を見直すこと。

対応
認定こども園施設整備交付金及び保育所等整備交付金については、引き続き、地方公共
団体が円滑に手続を行えるようにするため、申請を行う際の事前協議の年間スケジュール
の明示化等を行うとともに、その遵守に努める。

平
成
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年



項目 内容 区分 回答・対応内容

平成３０年　他都市提案への共同参画　提案内容と結果　（５５件）

提　案 結　果

16

自立支援医療（精
神通院医療）の支給
認定に係る申請者
の所得区分の確認
事務を市町村の事
務として法令に規定

　自立支援医療（精神通院医療）の支給認定に関する事務のうち、申請者の
所得区分の審査について、申請の受付を行う市町村が行えるよう、県から市町
村に権限を移譲する。

対応

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律54条に基づく精神通院
医療の支給認定に関する事務のうち、申請者の所得区分の審査に係る事務については、
条例による事務処理特例制度（地方自治法（昭22法67）252条の17の２第１項）により市
区町村が当該事務を処理する場合の効果・課題等を整理し、地方公共団体に2019年中
に周知する。

17
処遇改善等加算の
認定権限の移譲

都道府県知事、指定都市及び中核市において行うこととされている処遇改善
等加算の認定に係る権限を、各市町村へと移譲する。

対応

施設型給付費等に係る処遇改善等加算の認定に係る事務・権限については、都道府県と
加算の認定の実施を希望する市町村の間で協議が整った場合に、当該市町村に移譲する
方向で検討し、2019年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅱ（特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教
育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要す
る費用の額の算定に関する基準等（平27内閣府告示49）１条35号の５）における加算額の
配分方法等については、2018年度の同加算の実施状況等を踏まえ検討し、2019年度中
に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

18

保育士等キャリア
アップ研修の実施方
法を含めた在り方の
見直し

保育士等の処遇改善加算Ⅱの要件となっている保育士等キャリアアップ研修
について、代替保育等の確保が困難な状況にある中、研修の受講が困難であ
ることを鑑み、実施方法について通信制やeラーニング、ビデオ学習による方法
を認める等の見直しを図りたい。

対応

保育士等キャリアアップ研修の実施方法については、eラーニング等による研修の実施が可
能であることを明確化するため、研修の効果的な実施方法等の留意事項を含め、地方公
共団体に2019年度中に通知するとともに、eラーニングによる研修を実施する際の参考映
像を作成し、提供する。

19
認定こども園整備に
係る交付金制度の
一元化

認定こども園整備に係る交付金制度について、内閣府による一元化をする。 対応不可

平成27・29年の提案募集において議論済み。平成29年の対応方針では、「認定こども園
施設整備交付金及び保育所等整備交付金については、申請に関する書類の統一化を図
るなど、幼保連携型認定こども園等を整備する際の地方公共団体の事務負担を軽減する
方向で検討し、平成29年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。」
とされ、書式の統一など一定の事務改善が図られているため、例年通りの支障だけでなく、
新たな支障事例を示すことが必要。（例えば、全国知事会等の提案として調整していくこと
や、関係府省への要請対応と併せて提案を行っていくこと等が考えられる）

平
成
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年



項目 内容 区分 回答・対応内容

平成３０年　他都市提案への共同参画　提案内容と結果　（５５件）

提　案 結　果

20

小学校英語教育の
充実に対応する専
科指導教員の配置
要件の緩和

小学校英語教育の充実に対応する専科指導教員の配置要件の緩和 対応不可
現行制度においても、県費で英語専科教員を配置することは可能である。また、英語の教
科化に向けた国の英語専科教員の加配が平成30年度からの開始であり、その取組も踏ま
えたうえで、提案団体から改めて支障事例等が示されることが必要。

21

特別支援教育就学
奨励費の学用品・通
学用品購入費等の
支弁区分に応じた定
額支給化

特別支援教育就学奨励費の学用品・通学用品購入費等は、購入に要した実
費を支給対象としているが、これを支弁区分に応じて定額支給することにより、
事務処理の簡素化及び保護者の負担軽減を図る。

対応不可
特別支援教育就学奨励費における学用品・通学用品購入費等を支弁区分に応じて定額
支給することについて、現行制度における支障事例や求める措置を具体的に示すことが必
要。

22
保育所等の施設整
備に関する所管や
制度の一元化

保育所等の施設整備に関する厚生労働省と文部科学省の補助制度を内閣
府に一元化し、保育の実施主体である市町村への直接補助に統一すること。

対応不可

平成27・29年の提案募集において議論済み。平成29年の対応方針では、「認定こども園
施設整備交付金及び保育所等整備交付金については、申請に関する書類の統一化を図
るなど、幼保連携型認定こども園等を整備する際の地方公共団体の事務負担を軽減する
方向で検討し、平成29年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。」
とされ、書式の統一など一定の事務改善が図られているため、例年通りの支障だけでなく、
新たな支障事例を示すことが必要。（例えば、全国知事会等の提案として調整していくこと
や、関係府省への要請対応と併せて提案を行っていくこと等が考えられる）

23
保育士等の処遇改
善等加算の認定事
務等の簡素化

保育士等の処遇改善等加算に関する認定事務等を簡素化すること。 対応不可

平成29年の提案「施設型給付費等の算定方法に係る事務（処遇改善等加算に係る事務）
の簡素化」（管理番号215指定都市市長会提案）について、関係府省から、「施設・事業所
が作成する職員の在職証明書については、記載すべき事項等を整理し、地方公共団体に
平成30年度中に通知する。」等との回答が示されており、引き続き在職証明書の整理等に
ついて、平成30年中も議論していくこととされている。

24
特別非常勤講師の
教授可能範囲の拡
大

小学校の教科「外国語（英語等）については、特別非常勤講師の教授可能範
囲を「教科の領域のすべて」とする。

対応不可
現行制度においても、特別免許状等を活用し、英語に関する専門的知識やスキルを持った
人材を配置することは可能であり、現行制度の支障事例、制度改正による効果等制度改正
の必要性を具体的に示すことが必要。
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項目 内容 区分 回答・対応内容

平成３０年　他都市提案への共同参画　提案内容と結果　（５５件）

提　案 結　果

25

教員免許状旧免許
状所持者が免許状
を追加取得した場合
の修了確認期限の
自動延長

旧免許状所持者が別種の教員免許状を追加取得した場合、新免許状の有効
期間の取扱いと同様、申請しなくとも自動的に更新講習修了確認期限を延長
する。

対応

旧免許状所持現職教員（附則２条２項）が免許状を追加取得した場合に、更新講習修了
確認期限を延期することについては、免許管理者（２条２項）への申請が必要であることを
教職員に周知徹底するよう、都道府県教育委員会等に2018年中に周知する。

教員免許状の修了確認期限等については、都道府県教育委員会等の意見を踏まえつつ、
更新講習修了確認期限等を記載した確認書類の発行等を可能とする教員免許管理シス
テムの改修について検討し、2018年度中を目途に結論を得る。その結果に基づいて必要
な措置を講ずる。

旧免許状所持現職教員（附則２条２項）が免許状を追加取得した場合における更新講習
修了確認期限の自動延期については、都道府県教育委員会等を通じた教職員への周知、
教員免許管理システムの改修に係る検討及びその結果に基づく措置並びに今後の失効者
の状況等を踏まえつつ、免許失効者の減少のための総合的な方策を検討し、2022年度中
に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

26

個人が所持する教
員免許状の集約と
修了確認期限又は
有効期間満了日の
明記

個人が所持するすべての教員免許状を１枚に集約し、修了確認期限又は有
効期間満了日を明記する。

対応

教員免許状の修了確認期限等については、都道府県教育委員会等の意見を踏まえつつ、
更新講習修了確認期限等を記載した確認書類の発行等を可能とする教員免許管理シス
テムの改修について検討し、2018年度中を目途に結論を得る。その結果に基づいて必要
な措置を講ずる。

27

地方創生道整備推
進交付金における交
付金交付決定前の
着手

地方創生道整備推進交付金交付要綱において、「交付金交付決定前の着
手」に関する規定を設けること。

対応
林道に係る事業に対する地方創生道整備推進交付金の交付については、やむを得ない事
情により、交付決定前に事業に着手する必要がある場合には、交付決定前の着手を可能と
し、2018年度中に必要な措置を講ずる。

28

住民基本台帳事務
の住民票の写し等の
交付に係る請求者
の規定の明確化

　死亡者のマイナンバー入り住民票の発行について、別世帯に住む直系血族
の世帯員からの請求についての規定の明確化を求める。
また、死亡保険金の相続処理に関連して、保険会社に対しても通知の発出等
により、マイナンバーの取り扱いを周知することを求める。

対応

生命保険会社による保険契約者の個人番号を記載した支払調書の提出（所得税法225
条）については、生命保険会社が保険契約者の個人番号を生前に収集する方策について
検討し、2019年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

申請に基づく行政手続における死亡者の個人番号の必要性やその取扱いについては、関
係府省と協議・検討し、2019年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ず
る。
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項目 内容 区分 回答・対応内容

平成３０年　他都市提案への共同参画　提案内容と結果　（５５件）

提　案 結　果

29

道路法施行令第38
条による不用物件の
管理期間の運用弾
力化

すでに道路としての機能・形態を失っている里道（市道認定有）で、道路を構成
する敷地等が供用廃止又は区域変更により不用となった場合の管理期間につ
いて、沿道住民等の利害関係者に対して廃道の同意取得が完了している場
合、売却等の処分方針が明確になっている場合は、地方公共団体の判断で管
理期間を設けないこととできるようにしてほしい。

対応
不用物件の管理期間（92条１項及び施行令38条）については、地方公共団体における道
路管理の実態等について把握した上で、その在り方について検討し、2019年中に結論を得
る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

30

在宅福祉事業費補
助金における補助対
象老人クラブの会員
数の基準緩和

在宅福祉事業費補助金における補助対象老人クラブ(老人クラブ等事業運営
要綱にておおむね30人以上と規定)の会員数の基準緩和

対応不可 関係府省における予算編成過程での検討を求める。

31

介護老人保健施設
と看護小規模多機
能型事業所につい
て、定期借地権を利
用した未利用国有
地の減額貸付対象
化

社会福祉法第2条に規定する事業外の施設（介護老人保健施設と看護小規
模多機能型事業所）を、定期借地権を利用した未利用国有地の減額貸付の
対象とすること。

対応

介護施設整備に係る未利用国有地の減額貸付の対象施設については、以下のとおりとす
る。
対象施設に看護小規模多機能型居宅介護のうち小規模多機能型居宅介護に係るものを
加えることを、地方公共団体に2018年度中に周知する。
対象施設となる介護老人保健施設の範囲を明確化するため、地方公共団体に2018年度
中に周知する。

32

定期借地権を利用
した未利用国有地
の貸付方法の見直
し

定期借地権を利用した未利用国有地の貸付において、貸付け希望受付時に
適正な時価に基づく貸付料の参考価格を示すこと。

対応不可
提案内容のとおり予定価格を示すためには、実際には貸付けをしない土地も含めて土地の
評価をすることになる。提案団体に支障事例や制度改正による効果等を確認したところ、制
度改正の必要性が明らかではなかったため。

33

後期高齢者医療制
度における保険料が
還付となった場合等
の特別徴収の継続

後期高齢者医療制度において、保険料が還付となった場合等に、特別徴収の
要件（年額18万円以上の年金を支給及び介護保険料と後期高齢者医療保
険料の合算額が年金受給額の1/2を超えない）を満たす場合、前年度10月か
ら２月の保険料額にかかわらず、翌年度当初から特別徴収が継続できるように
すること。

対応不可
現行制度で、一定数は口座振替の方法により徴収方法の切り替えを回避している上、既に
高い収納率であることから提案の内容の効果が明確ではなく、制度改正の必要性が具体的
に示されていないものであるため。
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項目 内容 区分 回答・対応内容

平成３０年　他都市提案への共同参画　提案内容と結果　（５５件）

提　案 結　果

34
国民健康保険料
（税）還付加算金の
始期の見直し

国民健康保険料（税）の還付加算金の起算日を、所得税の還付申告等がされ
た日の翌日から一月を経過する日の翌日に見直すこと。

対応不可

提案団体に具体的な支障事例を確認したところ、他の自治体が適用誤りをする可能性や逐
条解説等を確認せずに事務処理をする職員がいる可能性から想定できる程度の支障で
あったことに加え、還付申告等の遅延による還付加算金が多額になるとの想定される支障
については、条例にこれを防ぐ規定を設けることで対処可能であることから、提案の制度改
正の必要性が示されていないため。

35

認可地縁団体が所
有する不動産に係る
登記申請の特例に
一部名義人が認可
地縁団体の場合を
追加

認可地縁団体が所有する不動産に係る登記申請の特例について、当該特例
制度が導入される以前に、認可地縁団体と「所在が不明である構成員」との共
有名義として登記された不動産においても、認可地縁団体が所有する不動産
の登記申請の特例が使えるよう、登記名義人が自然人であるという制限を緩
和し、市町長が特例の申請を受理し、手続きの上、証明書を交付できるように
すること。

対応

認可地縁団体の不動産登記の特例（260条の38）については、認可地縁団体が所有する
不動産において、その登記の表題部所有者又は登記名義人の一部に当該認可地縁団体
が含まれる場合であっても適用が可能であることを明確化するため、地方公共団体に2018
年中に通知する。

36

人権啓発活動地方
委託事業に係る講
演等謝金支払基準
及び資料作成数の
枠付けの見直し

人権啓発活動地方委託事業に係る講演等謝金支払基準及び資料作成数の
枠付けを見直し、地方自治体が妥当な基準の下に弾力的な事業実施を図る
ことを可能とすることを求める。

対応

人権啓発活動地方委託事業については、2019年度事業から、講演会等の会場規模や企
画内容に照らして広い地域からの来場者が見込めるとともに費用の大幅な超過を生じない
場合には、上限数を超える開催通知資料の作成を認めることとし、その旨を都道府県及び
市町村に2018年度中に周知する。

37

地方創生推進交付
金における間接補助
金の交付完了日の
見直し

地方創生推進交付金について、国の補助金（交付金）を受けて、間接補助を
行う場合について年度末までに間接補助金の交付を完了しなければならない
とされており、年度末まで間接補助事業者が事業を行う場合、現状の交付手
続では十分な事業期間を確保できないことから、間接補助金の交付完了日の
見直しを求める。

対応不可

間接補助事業等を行う場合に年度内に間接補助金等の交付を完了しなければならないこ
とについては、「実績に基づいて補助金等を交付する場合における精算額の解釈について」
（昭和30年11月17日財務局長事務連絡）により、「間接補助金等の交付がなければ補助
事業等が完了したとはいえない」と明確に示されている。これは、国の補助金等全体に対す
る統一的なルールであるため、地方創生推進交付金について当該ルールに抵触する制度
変更は困難。

38
幼保連携型認定こ
ども園の保育教諭の
特例措置の延長

幼保連携型認定こども園の職員資格として、幼稚園教諭免許状と保育士資格
を有することが求められている（保育教諭）が、平成32年3月31日までは幼稚
園教諭免許状と保育士資格のどちらか一方免許・資格を有していれば保育教
諭等になることができる。全国的な保育士不足を鑑み、特例措置の延長を求
める。

対応

幼保連携型認定こども園における保育教諭の経過措置（就学前の子どもに関する教育、保
育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律（平24法66）附則５条）
の期間については、保育士に対する幼稚園教諭免許取得の特例及び幼稚園教諭免許状
保有者に対する保育士資格取得の特例も含め延長することとし、所要の措置を講ずる。
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項目 内容 区分 回答・対応内容

平成３０年　他都市提案への共同参画　提案内容と結果　（５５件）

提　案 結　果

39

子ども・子育て支援
新制度の施設給付
費等に係る処遇改
善Ⅱの配分方法の
制約の撤廃

平成29年度から保育士等のキャリアアップの仕組みの導入と技能・経験に応じ
た処遇の改善のための子ども・子育て支援新制度の施設型給付費等に係る処
遇改善加算Ⅱが創設されたが、その運用における加算額の配分方法に制約
が課せられている。
キャリアアップの仕組みを導入しているものの、国の想定する職制階層に合致
しない施設においては、加算額を適切に配分できず、処遇改善Ⅱの申請を行
わない施設もある。
各保育所等の人員配置の実態に見合った処遇改善が可能となるよう現在の
国の制約（加算の対象となる人数や金額の配分等）を見直した上で、地域の実
情に応じて都道府県知事が副主任保育士等の経験を有すると認めた職員も
対象とすることができる制度としていただきたい。

対応

施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅱ（特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教
育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要す
る費用の額の算定に関する基準等（平27内閣府告示49）１条35号の５）における加算額の
配分方法等については、2018年度の同加算の実施状況等を踏まえ検討し、2019年度中
に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

40

　「難病の患者に対
する医療等に関する
法律」に基づく指定
難病の医療費助成
の更新申請を行う場
合の臨床調査個人
票（臨個票）の簡素
化

　指定難病の医療費助成については，更新申請の場合は基本的に診断基準
は満たしているため，更新申請の様式を「重症度分類」に関する事項を中心と
した記載内容に簡素化する。

対応

指定難病の特定医療費支給認定申請（６条１項）に係る臨床調査個人票の記載事項（施
行規則14条）については、附則２条に基づき、施行後５年以内を目途として行われる検討
の中で、指定難病の調査研究の推進に支障がない限りにおいて、指定難病の患者や地方
公共団体等の負担を軽減する方向で検討し、結論を得る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。

41
自立支援医療（更
生医療）の有効期間
延長

更生医療申請者のうち、重度かつ継続に該当する治療について、現行の有効
期間「最長１年以内」とする規定を改め、有効期間延長を求める。

対応不可
平成28年提案募集において議論済み。平成28年対応方針及び平成29年対応方針に基
づき、有効期間を延長する方策について現在検討中。

42

医療保険事務にお
ける証の再発行申
請等への個人番号
記載の義務付け廃
止

　紛失や破損等による医療保険被保険者証及び高齢受給者証並びに資格証
明書の再交付申請において、申請者に個人番号を記載するよう求めている
が、証の再交付事務には情報連携する必要はなく、申請に基づき、再交付す
るのみであり、個人番号記載の必要性はないことから、既に発行済みである保
険証等の再交付事務において、個人番号を記載する義務付けを廃止としてい
ただきたい。

対応

個人番号の記載を義務付けている以下の被保険者証等の再交付申請手続については、
2019年中に省令を改正し、個人番号の提供を受ける場合と同等の本人確認のための措置
を講じた場合に限り、個人番号の記載の省略を可能とする。
・国民健康保険法施行規則（昭33厚生省令53）に規定する被保険者証（同令７条１項）等
・高齢者の医療の確保に関する法律施行規則（平19厚生労働省令129）に規定する被保
険者証（同令19条）等
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平成３０年　他都市提案への共同参画　提案内容と結果　（５５件）

提　案 結　果

43

障がい者福祉事務
における証の再発行
申請等への個人番
号記載の義務付け
廃止

　紛失や破損等による自立支援医療受給者証や身体障害者手帳、精神障害
者保健福祉手帳、障害福祉サービス受給者証、地域相談支援受給者証、療
養介護医療受給者証の再交付申請において、申請者に個人番号を記載する
よう求めているが、証の再交付事務には情報連携する必要はなく、申請に基づ
き、再交付するのみである。個人番号記載の必要性はないことから、個人番号
を記載する義務付けを廃止としていただきたい。

対応

個人番号の記載を義務付けている以下の被保険者証等の再交付申請手続については、
2019年中に省令を改正し、個人番号の提供を受ける場合と同等の本人確認のための措置
を講じた場合に限り、個人番号の記載の省略を可能とする。
・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平18厚生
労働省令19）に規定する障害福祉サービス受給者証（同令23条１項）、地域相談支援受
給者証（同令34条の50第１項）及び自立支援医療受給者証（同令48条１項）並びに療養
介護医療受給者証
・精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則（昭25厚生省令31）に規定する精
神障害者保健福祉手帳（同令30条）
また、身体障害者福祉法施行規則（昭25厚生省令15）において、個人番号の記載を義務
付けている身体障害者手帳（同令７条及び８条）の再交付申請については、地方公共団体
における事務の実態等を踏まえつつ、個人番号の記載の省略を検討し、2019年中に結論
を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

44
育児休業等の期間
延長にかかる要件
緩和

育児休業の取得及び育児休業給付金の支給期間の延長要件である「保育が
実施されない場合」の挙証資料を、入所保留通知書の提出がなくても育児休
業等の延長が可能になるように制度を改正して欲しい。

対応

育児休業及び育児休業給付金の期間延長に係る手続については、保育所等の利用調整
における公平性を確保するとともに、育児休業等の制度の適切な運用を図るため、以下の
とおりとする。
・保育所等の利用調整に当たり、保護者からの申込みのうち、保育の必要性の高い者を優
先的に取り扱うため、所要の調整方法を地方公共団体に2018年度中に通知する。
・育児休業等の制度の趣旨に則った同制度の活用を促す方法について検討し、2018年度
中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
なお、育児休業等の延長制度の在り方については、提案の趣旨や保育所の整備状況等を
踏まえつつ、中長期的に検討を行い、必要な措置を講ずる。

45

容器包装リサイクル
制度における市町村
による選別作業の省
略

容器包装リサイクル制度における市町村による選別作業を省略することにより、
市町村の処理費用低減及び中間処理費用の合理化を図ることを求める。

対応

市町村とリサイクル事業者の行う選別作業については、容器包装リサイクル制度の施行状
況の評価・検討に関する報告書（平成28年５月産業構造審議会産業技術環境分科会廃
棄物・リサイクル小委員会容器包装リサイクルワーキンググループ・中央環境審議会循環型
社会部会容器包装の３Ｒ推進に関する小委員会合同会合）に基づき、同報告書の取りまと
めから５年を目途として行うこととされている容器包装リサイクル制度の検討及び必要に応じ
た見直しの中で、制度的な課題、実証研究の検証結果及び関係する審議会の意見を踏ま
えつつ、社会全体のコストを合理化する方策の一つとして上記選別作業の一体化に関して
検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
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46
幼保連携型認定こ
ども園整備に係る交
付金制度の一元化

幼保連携型認定こども園は、「学校及び児童福祉施設としての法的位置づけ
を持つ単一施設」とされ、指導・監督や財政措置の一本化が図られたところで
ある。一方、その施設整備に係る補助制度は，保育所部分は「保育所等整備
交付金（厚生労働省）」、幼稚園部分は「認定こども園施設整備交付金（文部
科学省）」と分かれている。一つの法律に基づく単一の施設を整備する際の補
助制度であることから、これら2つの補助制度の所管及び予算を一本化するこ
と。

対応不可

平成27・29年の提案募集において議論済み。平成29年の対応方針では、「認定こども園
施設整備交付金及び保育所等整備交付金については、申請に関する書類の統一化を図
るなど、幼保連携型認定こども園等を整備する際の地方公共団体の事務負担を軽減する
方向で検討し、平成29年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。」
とされ、書式の統一など一定の事務改善が図られているため、例年通りの支障だけでなく、
新たな支障事例を示すことが必要。（例えば、全国知事会等の提案として調整していくこと
や、関係府省への要請対応と併せて提案を行っていくこと等が考えられる）

47
保育教諭の経過措
置の延長

　幼保連携型認定こども園の職員配置基準に係る特例措置の期間延長 対応

幼保連携型認定こども園における保育教諭の経過措置（就学前の子どもに関する教育、保
育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律（平24法66）附則５条）
の期間については、保育士に対する幼稚園教諭免許取得の特例及び幼稚園教諭免許状
保有者に対する保育士資格取得の特例も含め延長することとし、所要の措置を講ずる。

48

地方創生推進交付
金における間接補助
金の交付完了日の
見直し

地方創生推進交付金について、間接補助を行う場合、年度末までに間接補助
金の交付を完了しなければならないとされており、年度末まで間接補助事業者
が事業を行う場合、現状の交付手続では十分な事業期間を確保できないこと
から、間接補助金の交付完了日の見直しを求める

対応不可

　間接補助事業等を行う場合に年度内に間接補助金等の交付を完了しなければならない
ことについては、「実績に基づいて補助金等を交付する場合における精算額の解釈につい
て」（昭和30年11月17日財務局長事務連絡）により、「間接補助金等の交付がなければ補
助事業等が完了したとはいえない」と明確に示されている。これは、国の補助金等全体に対
する統一的なルールであるため、地方創生推進交付金について当該ルールに抵触する制
度変更は困難。

49

個人番号カード交付
事業費補助金・事
務費補助金に係る
運用改善

個人番号カード交付事業費補助金及び個人番号カード交付事務費補助金に
について、以下の改善を求める。
（１）早期の交付決定（４月～９月までの上半期実績を基に、遅くとも12月には
交付決定する。）
（２）補助事業実績報告書様式第10号(市町村→県)及び第12号(県→総務
省)に記載する総務省の交付決定通知を特定できるよう指示してほしい。
なお、総務省からの文書を基に、県から市町村に通知しているため、総務省の
文書番号を特定できれば、県の文書番号も特定されるもの。
（３）算定基準額算出のための調査を１回にする。

対応

個人番号カード交付事業費補助金及び個人番号カード交付事務費補助金については、
2018年度交付分から毎年度２月末までに交付決定を行うとともに、各種照会のスケジュー
ルを地方公共団体に事前に周知し、可能な限り照会期間を確保するなど、運用の改善を
図る。

平
成
30
年
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50
利用者負担額に係
る審査請求手続の
統一化

利用者負担額に係る審査請求について、議会に諮問するのではなく、地方公
共団体に置かれる行政不服審査会に諮問するよう措置されることを求めます。
その理由については、右欄の「その他（特記事項）」に記載のとおりです。

対応不可
住民から苦情が寄せられている等の具体的な支障が生じておらず、実際に救済手続きの差
異によって、住民への合理的な説明が困難となった事例が示された場合に、改めて検討し
ていくこととする。

51

幼保連携型認定こ
ども園の保育教諭の
幼稚園教諭免許と
保育士資格の併有
要件（経過措置）の
見直し

子ども・子育て支援新制度において、幼保連携認定こども園の保育教諭は、幼
稚園教諭免許と保育士資格の両方の免許・資格を有することとされている。経
過措置として、平成31年度末まではいずれかの免許・資格を持つ者は保育教
諭になることができるとされているところ、同経過措置の期間の延長を提案す
る。

対応

幼保連携型認定こども園における保育教諭の経過措置（就学前の子どもに関する教育、保
育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律（平24法66）附則５条）
の期間については、保育士に対する幼稚園教諭免許取得の特例及び幼稚園教諭免許状
保有者に対する保育士資格取得の特例も含め延長することとし、所要の措置を講ずる。

52

幼保連携型認定こ
ども園の施設整備に
係る交付金の一本
化

　幼保連携型認定こども園を整備する際の施設整備について、一種類の交付
金又は補助金で対応できるようにしていただきたい。

対応不可

平成27・29年の提案募集において議論済み。平成29年の対応方針では、「認定こども園
施設整備交付金及び保育所等整備交付金については、申請に関する書類の統一化を図
るなど、幼保連携型認定こども園等を整備する際の地方公共団体の事務負担を軽減する
方向で検討し、平成29年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。」
とされ、書式の統一など一定の事務改善が図られているため、例年通りの支障だけでなく、
新たな支障事例を示すことが必要。（例えば、全国知事会等の提案として調整していくこと
や、関係府省への要請対応と併せて提案を行っていくこと等が考えられる）

53

住民が負担を感じる
ことのない、マイナン
バーカード交付にお
ける新たな方法の在
り方の検討

①交付時来庁方式において代理人が来庁し、顔写真付きではない身分証を
提示した場合は、カードを本人限定受取郵便にて発送することを可能とする。
②新たな交付方法として、マイナンバーカード交付における一部の事務を、郵
便局（郵便局員）でも行うことが出来る方式を策定する。具体的には、市区町
村の職員に代わり、カードの写真と申請者との同一性の確認を行うことが郵便
局員でも可能となるよう、「地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱
いに関する法律」に当該事務を追加するなどの所要の法律改正を行う。

対応

郵便局の更なる活用については、個人番号カードの交付について、市区町村窓口以外の場
所であっても、市区町村の職員が本人確認を行うことにより、取得手続を完了することが可
能であることを、地方公共団体に2018年度中に通知する。また、地域のニーズに応じた生
活に身近な場所での申請受付や申請補助、交付方法について、地方公共団体の協力を
得て検討し、優良な取組事例を2019年度中に公表する。

54
認定こども園に係る
施設整備財源の一
元化

認定こども園の施設整備にあたっては、幼稚園部分は文部科学省、保育所部
分は厚生労働省からの交付金となっていることから、その財源を統合し、内閣
府において交付決定することを求めるもの。

対応不可

平成27・29年の提案募集において議論済み。平成29年の対応方針では、「認定こども園
施設整備交付金及び保育所等整備交付金については、申請に関する書類の統一化を図
るなど、幼保連携型認定こども園等を整備する際の地方公共団体の事務負担を軽減する
方向で検討し、平成29年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。」
とされ、書式の統一など一定の事務改善が図られているため、例年通りの支障だけでなく、
新たな支障事例を示すことが必要。（例えば、全国知事会等の提案として調整していくこと
や、関係府省への要請対応と併せて提案を行っていくこと等が考えられる）

平
成
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年
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55

指定難病及び小児
慢性特定疾病医療
費助成制度の事務
処理におけるマイナ
ンバーによる情報連
携項目の追加

　マイナンバーによる情報連携で、指定難病及び小児慢性特定疾病医療費助
成制度の事務における「所得区分」を収集可能としていただきたい。

対応

指定難病及び小児慢性特定疾病の医療費助成制度に係る所得区分の確認事務について
は、地方公共団体及び保険者との協議の上、難病の患者に対する医療等に関する法律附
則２条に基づき、施行後５年以内を目途として行われる検討の中で、当該事務の在り方に
ついて検討し、結論を得る。その結論を踏まえ、当該制度における地方公共団体等の事務
負担の軽減が図られるための必要な措置を講ずる。


